
●調査概要●

質問１．業種について

調査期間

調査対象

配布・回収方法

配布数

回収数（回収率）

令和元年１１月６日～ １１月２５日

米子市内所在の企業から無作為に抽出

郵送による配布・回収

５００社

１６５社（３３．０％）

米子市の環境に関する市民アンケート調査結果（事業所編）

　環境基本計画の見直しに当たり、環境に対する意識や事業所における省エネの取組状況
等の変化を把握することを目的に、平成２７年度に実施したアンケートと同様の内容でアン
ケートを実施しました。ただし、昨今の情勢を考慮し質問内容を追加、修正しています。

　平成２７年度と同様に、「卸売、小売業、飲食店」、「サービス業」、「建設業」からの回答が上
位を占めました。
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卸売・小売業・飲食店 

サービス業 

建設業 

運輸･通信業 

製造業 

不動産業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

無回答 

農業 

金融・保険業 

公務 

質問１．業種について 

令和元年度 

平成27年度 

医療関係、介護・ 福祉事業、 

美容業、 警備業 

その他記入欄（一部抜粋） 
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質問２．従業員数について

　

質問３．資本金について

　多少数値の増減はあるものの、平成２７年度と同様の傾向でした。

　多少数値の増減はあるものの、平成２７年度と同様の傾向であり、「10人未満」の割合が最も多い結
果となりました。

66.1% 

16.7% 

6.2% 
6.2% 

3.1% 1.2% 0.6% 

質問２.従業員数について 

10人未満 10人～29人 30人～49人  50人～99人 100人～299人  300人～499人 500人以上 

【令和元年度】 【平成２７年度】 

31.6% 

15.5% 

14.2% 

21.3% 

12.3% 

5.2% 

質問３.資本金について 

300万円未満 300万円～500万円未満 500万円～1千万円未満 

1千万円～3千万円未満 3千万円～1億円未満 1億円以上 

【令和元年度】 【平成２７年度】 

66.1% 

21.5% 

3.4% 
5.1% 

2.8% 0.0% 1.1% 

38.3% 

17.9% 

11.1% 

18.5% 

5.6% 

8.6% 
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質問４．米子市における事業年数について

【環境に対する取組について】
質問５．環境にやさしい取組について（複数回答あり）

　平成２７年度と比べ、事業年数が短い事業所の割合が増加しました。特に「５年～１０年未満」では
９．９％増加しました。

　平成２７年度と比べ、「社会貢献のために取り組みたい」の項目が１１．６％減少しました。一方で、
「企業のイメージアップのために取り組みたい」の項目は増加しており、環境に対する取組と事業が一
体となっていると考えている事業者が増加していると推測されます。

0.6% 
3.1% 

2.5% 

18.4% 

75.5% 

質問４.米子市における事業年数について 

1年未満 1年～5年未満 5年～10年未満 10年～20年未満 20年以上 

【令和元年度】 【平成２７年度】 

5.7% 

48.1% 

36.7% 

22.8% 

10.1% 

9.5% 

13.9% 

15.8% 

9.8% 

47.7% 

48.3% 

25.9% 

8.0% 

7.5% 

9.2% 

11.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

法律等に係わる業務は特にないが、節電、 

節水、紙のリサイクルなどに取り組みたい 

法律等で定められている範囲内 

で取り組みたい 

社会貢献のために取り組みたい 

法律等で定められている以上の独自の基準 

やルールをつくり、積極的に取り組みたい 

地域住民や消費者に対して、事業活動を 

理解していただくために取り組みたい 

事業活動や企業理念の柱として 

取り組みたい 

企業のイメージアップのために取り組みたい 

特に考えていない 

質問5.環境に対する取組について 

令和元年度 

平成27年度 

0.0% 

6.8% 

12.4% 

15.8% 

65.0% 
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【環境にやさしい具体的な取組について】
質問６．環境に関する具体的な取組内容について

　多少数値の増減はあるものの、平成２７年度と同様の傾向でした。新たに質問した項目について、
「ごみの分別・減量」、「クールビズやウォームビズの奨励」は「既に取り組んでいる」の割合が高く、「エ
コカーの導入」の割合は低くなっています。

55.1% 

40.0% 

34.7% 

28.2% 

17.7% 

17.0% 

11.8% 

11.1% 

11.0% 

8.6% 

7.5% 

2.8% 

79.0% 

47.0% 

17.2% 

23.1% 

17.3% 

30.0% 

16.8% 

24.5% 

17.0% 

15.3% 

13.9% 

14.4% 

4.6% 

5.4% 

8.3% 

9.6% 

7.4% 

15.9% 

16.7% 

34.7% 

28.7% 

32.9% 

36.1% 

47.6% 

43.1% 

45.1% 

48.6% 

65.6% 

74.1% 

61.4% 

8.3% 

28.2% 

47.0% 

5.1% 

8.0% 

6.7% 

22.1% 

21.8% 

18.4% 

29.9% 

29.9% 

26.0% 

21.2% 

12.9% 

27.6% 

3.2% 

17.4% 

19.9% 

0% 25% 50% 75% 100%

光熱水費の節約 

地域の清掃活動等

への参加・支援 

省エネ型の機器・設

備の導入 

公害防止対策（大

気・騒音・水質等） 

社員への環境教育

の実施 

グリーン商品の購入

促進 

環境方針の制定と

公表 

具体的な行動計画

の策定と公表 

事業所内環境担当

者の配置 

太陽光等の再生可

能エネルギーの活

用 

マイカー通勤の自粛 

環境関連表彰制度

の実施 

ごみの分別・減量 

クールビズやウォー

ムビズの奨励 

エコカーの導入 

質問６.環境に関する具体的な取り組み内容について 

既に取り組んでいる 取り組む予定である 取り組む予定はない 業務内容と関係ない 

【令和元年度】 【平成２７年度】 

61.3% 

41.9% 

30.7% 

26.1% 

18.4% 

17.4% 

14.4% 

9.4% 

13.2% 

10.9% 

9.5% 

3.2% 

24.5% 

22.5% 

29.4% 

24.2% 

20.3% 

27.7% 

13.1% 

13.8% 

15.1% 

10.3% 

7.0% 

7.0% 

9.2% 

26.9% 

26.4% 

24.8% 

36.7% 

39.4% 

40.6% 

44.7% 

46.5% 

59.6% 

64.6% 

58.0% 

4.9% 

8.8% 

13.5% 

24.8% 

24.7% 

15.5% 

31.9% 

32.1% 

25.2% 

19.2% 

19.0% 

31.8% 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度のみ 
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【環境を改善するための今後の活動について】

質問７．環境保全のために事業者に求められる配慮について（複数回答あり）

　平成２７年度と比べ、「大気汚染や水質汚濁、騒音などの公害対策の強化」は９．２％増加しました。
一方で、「太陽光や風力など再生可能エネルギーの開発や利用」は８．１％減少しました。

69.4% 

40.1% 

24.8% 

17.2% 

15.9% 

13.4% 

11.5% 

11.5% 

9.6% 

9.6% 

8.9% 

7.0% 

6.4% 

4.5% 

1.9% 

0.6% 

1.3% 

72.3% 

37.0% 

15.6% 

11.6% 

13.9% 

12.1% 

9.8% 

9.2% 

5.8% 

17.3% 

4.6% 

11.6% 

14.5% 

6.9% 

2.3% 

6.4% 

1.2% 

0% 20% 40% 60% 80%

廃棄物の適正な処理 

リサイクル等の省資源化、節約等による 

省エネルギーの徹底 

大気汚染や水質汚濁、騒音などの 

公害対策の強化 

エコカーの積極的な導入 

ダイオキシンなどの有害物質の発生抑制 

商品の積極的な修理の受け入れや回収 

トレーや牛乳パックなどの店頭回収 

省エネタイプの製品、有害物質を含まない 

製品など地球環境に配慮した製品の開発 

費用がかかっても環境への影響が 

より少ない資機材の導入 

環境問題について社会的責任を認識した 

経営者の姿勢 

市民団体による環境活動への支援や 

活動への参加 

看板への配慮（デザイン、設置場所）など 

良好な景観や快適空間の確保 

太陽光や風力など再生可能エネルギーの 

開発や利用 

広報活動や従業員研修などによる 

従業員の環境教育 

製品の「環境への負荷」を明示するなど 

製品情報の提供 

業務内容に応じた環境に対する具体的な 

行動目標や行動計画の作成 

その他 

質問７.環境保全のために事業者に求められる配慮について 

令和元年度 

平成27年度 

※その他は無記入 
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質問８．環境改善のための重点施策について（複数回答あり）

　平成２７年度と比べ、「街並みの整備・保全、街の美化」の割合は１０．７％増加し、「省エネルギーに
関する取組」は１１．２％減少しました。

43.3% 

42.0% 

37.6% 

29.9% 

26.1% 

26.1% 

19.7% 

19.1% 

16.6% 

14.6% 

16.6% 

13.4% 

14.0% 

12.1% 

11.5% 

10.2% 

10.2% 

8.3% 

8.3% 

8.3% 

7.0% 

5.1% 

3.8% 

3.8% 

3.2% 

1.9% 

11.5% 

39.2% 

35.7% 

26.9% 

32.2% 

26.9% 

20.5% 

12.9% 

9.9% 

19.9% 

18.7% 

19.3% 

24.6% 

15.8% 

18.1% 

16.4% 

9.4% 

11.1% 

4.1% 

6.4% 

13.5% 

14.0% 

9.4% 

3.5% 

7.0% 

8.8% 

2.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ごみの減量・リサイクルの推進を含めた 

廃棄物の適正な処理に関する取り組み 

不法投棄対策の推進 

街並みの整備・保全、街の美化 

環境モラルの向上 

河川の再生・水質の改善 

公害対策（大気汚染・水質汚濁・騒音・振動など）に 

関する取り組み 

生態系の保全 

ノーレジ袋など省資源化の促進に関する取り組み 

太陽光や風力など再生可能エネルギーの 

利用に関する取り組み 

地下水の保全 

森林の保全や公園整備などの緑化に関する取り組み 

省エネルギーに関する取り組み 

ダイオキシンなどの有害物質に関する取り組み 

エコカーの普及に関する取り組み 

地球温暖化防止に向けた取り組みの方向や 

行動を示した計画の策定 

湾岸環境の保全 

工場、農業等の悪臭対策の促進 

地盤沈下・土壌汚染対策の促進 

二酸化炭素など温室効果ガスの排出に対する 

条例による規制 

環境にやさしい交通体系の確立 

エコドライブに関する取り組み 

環境に関する普及啓発活動や情報の提供 

看板への配慮（デザイン、設置場所）など 

良好な景観や快適空間の確保に関する取り組み 

環境に配慮した製品の流通促進 

市民団体、事業者による環境活動への支援 

その他 

環境教育、環境学習の推進 

質問８.環境改善のための重点施策について 

令和元年度 

平成27年度 

ゴミのポイ捨て、下水道の整備、 

バス路線（エコカー）の増設 

その他記入欄（一部抜粋） 

※令和元年度のみ 
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質問９．将来の世代に残したい環境について（複数回答あり）

　　

　平成２７年度に比べ、「ゴミ出し・ポイ捨てなどのマナー」が９．１％増加し、一方で、「緑とのふれあい
の場の多さ」は５．７％減少しました。

71.1% 

47.2% 

40.9% 

34.6% 

23.9% 

16.4% 

15.1% 

13.8% 

8.2% 

7.5% 

5.0% 

4.4% 

0.0% 

76.3% 

49.7% 

31.8% 

28.3% 

17.9% 

13.3% 

20.8% 

13.9% 

12.7% 

5.8% 

8.1% 

7.5% 

1.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水（川や海を含む）のきれいさ 

空気のきれいさ 

ごみ出し・ポイ捨てなどのマナー 

自然景観の美しさ 

公園や広場などの安らぎの場の多さ 

まちなみの美しさ 

緑とのふれあいの場の多さ 

道路のきれいさ 

水や水辺とのふれあいの場の多さ 

騒音・振動の少なさ 

野鳥や昆虫とのふれあいの場の多さ 

土とのふれあいの場の多さ 

その他 

質問９.将来の世代に残したい環境について 

令和元年度 

平成27年度 
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質問１０．地球温暖化防止のための費用負担について

　
　
　

　平成２７年度と比べ、それぞれの項目で数値の変化はありますが、全体の傾向としては同様でした。

3.8% 

44.2% 

26.3% 

6.4% 

16.0% 

3.2% 

質問１０.地球温暖化防止のための費用負担について 

費用負担が増えるのであるならば、温暖化対策は行わなくてもよい 

温暖化対策は必要だと思うが、事業所の費用負担増はこれ以上避けてもらいたい 

温暖化対策のためには、費用負担増はやむをえない 

事業活動と地球温暖化問題とは関係がないので、費用負担はしたくない 

わからない 

その他 

【令和元年度】 【平成２７年度】 

2.3% 

45.0% 

28.1% 

5.8% 

16.4% 

2.3% 

・温暖化は事業所のみで解決できる課題ではなく、各世帯共に考え負担すべき 

・企業規模に合わせた費用負担が適当 

その他記入欄（一部抜粋） 
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